
               NO  　         　　　　      NO

     YES　　　            　 NO　

簡素処理 通常処理　① 通常処理　②

（第4条第2項ただし書） 中高層等 位置指定道路 都計法29条開発（みなし許可含む）

事前届出書 事前協議書 事前協議書 事前協議書 事前協議書

（第4条第1項ただし書）

現地調査 現地調査 現地調査 現地調査

関係各課協議 関係各課協議 関係各課協議 関係各課協議

返却 返却 返却 返却

建設計画協議書 建設計画協議書 建設計画協議書 都計法第32条協議

関係各課合議 関係各課合議 関係各課合議 関係各課合議

返却 返却 返却 都計法第32条同意

協定締結 協定締結 協定締結 協定締結

開発許可

造成工事 造成工事

工事完了届出書

完了検査 完了検査

検査済証 検査済証

指定・告示 告示

★「宅地造成及び特定盛土等規制法」の改正に伴い、令和6年4月1日より守口市全域で宅地造成等工事規制区域での制限がかかります。
守口市域において都市計画法第29条の許可が不要の場合で、「宅地造成規制法及び特定盛土等規制法」第12条の許可の要否を確認する場合は、
守口市へ申請される前に大阪府審査指導課にて当該許可が必要かどうかをご確認ください。
その上で、当該許可が必要な場合は別紙フロー（2枚目※①参照）に基づき、守口市経由で「事前協議書（大阪府様式）」を提出いただきます。

※ 都市計画法第29条の開発許可を受けて行う開発行為が、盛土規制法の許可を要する規模に該当する場合、当該開発行為は 盛土規制法の許可を受けたものとみなされま
す（以下「みなし許可」といいます）ので守口市が窓口・許可権者であり、下記表③の流れとなります。

増築で床面積が50㎡未満

　　②位置指定道路の築造　　　　　　　　　　　　のうち、該当する開発行為

通常処理　③

 YES

   都計法29条開発（みなし許可含む） 　　　　　　　　　　　　YES

中高層建築物等

位置指定道路の築造　　のいずれかに該当する開発行為

【事前協議等のフロー　※確認申請まで】

開発面積が300㎡以上

     YES 　　NO

　中高層建築物等

敷地面積が500㎡以上

　位置指定道路の築造　　　　　　　　　　のいずれかに該当する開発行為

都市計画法第29条事前協議　※開発許可不要の場合は施行規則60条証明

NO      YES

都計法第29条協議
開発許可申請書

　　①中高層建築物

調査報告書発行

建築確認申請

工事完了届出書道路の位置の
指定申請書

調査報告書発行依頼書

みなし許可で
中間検査・定期報告が
必要な場合は大阪府で手続き後に完了検査
2枚目※②参照

　　③都計法29条開発（みなし許可含む）

令和6年4月



※①　都市計画法第29条の許可が不要の場合 で
          大阪府審査指導課にて宅地造成規制法及び特定盛土等規制法第12条の許可を行う場合

【みなし許可とは】
[宅地造成及び特定盛土等規制法15 条第２項、第 34 条第２項] 開発許可を受けて行う開発行為が盛土規制法の許可を要する
規模に該当する場合、当該開発行為は 盛土規制法の許可を受けたものとみなされます。

※②　都市計画法第29条の許可を守口市で実施する場合で、みなし許可（開発許可を受けて行う開発行為が盛土規制法の
許可を要する規模に該当する場合）を行う場合において定期報告・中間検査が必要な規模の場合
⇒定期報告・中間検査のみを大阪府審査指導課にて実施


